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姫路市では、姫路市揖保川流域関連公共下水道揖保川処理区（以下「揖保川処理区」とい

う。）における管路施設等を対象として、下水道事業の一部について、「揖保川処理区下水

道管路施設維持管理等業務委託（管理・更新一体マネジメント方式）」（以下「本事業」と

いう。）の実施を予定しており、本書は本事業に係る実施方針（案）を示すものである。 

実施方針（案）の公表は、本事業の目的、対象範囲、スケジュール等を明確にするととも

に、事業者及び市民に対する透明性を確保することにより、本事業の信頼性を高め、円滑な

事業推進に資することを目的とする。また、事業者が事業内容や求められる役割を十分に理

解した上で提案準備を行うことを可能とし、多くの事業者の参画を促すことで、競争性の確

保及び提案内容の質の向上が図られることを期待するものである。 

なお、本実施方針（案）は、現時点における本市の考え方を示すものであり、今後、実施

方針（案）に対する意見募集の結果、関係者との協議その他の検討結果を踏まえ、その内容

を変更する場合がある。このため、別途公表する要求水準書（案）と併せて、幅広い意見を

いただきたいと考えている。 
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第１章 事業に関する事項 

 

１.１. 事業内容に関する事項 

 

１.１.１. 事業の名称 

揖保川処理区下水道管路施設維持管理等業務委託（管理・更新一体マネジメント方式） 

 

１.１.２. 公共施設等の管理者の名称 

姫路市上下水道事業管理者  松浦 正宗 

 

１.１.３. 姫路市下水道事業の概要及び特徴 

姫路市（以下「本市」という。）は、兵庫県南西部の瀬戸内海に面した播磨平野の中央

に位置し、市域は東西約 36 ㎞、南北約 56 ㎞、総面積約 534 ㎢である。人口は約 51 万 6

千人、世帯数約 23 万世帯（いずれも令和８年６月現在）を擁する播磨地域の中核市であ

る。北部は森林や田園が広がり、中南部は平野部に市街地が形成され、その中に世界文化

遺産である姫路城や JR 姫路駅を有している。南部には鉄鋼や化学工場が立地する工業地

帯が形成されており、瀬戸内海には諸島を有するなど、多様な地勢特性を有している。 

本市の下水道事業は、昭和 13 年に事業着手しており、令和７年４月現在、「公共下水

道」「コミュニティ・プラント」「農業・漁業集落排水」「合併浄化槽」により汚水処理

事業を実施している。汚水処理人口普及率は 98.6％となっている。 

下水道計画においては、市域を７処理区（大塩、東部、中部、揖保川、家島、香寺、上

菅・莇野）に区分し、各処理区に終末処理場を設置している。全体計画面積は約 12,500ha、

計画処理人口は 490,000 人であり、令和８年４月現在の処理面積は約 12,480ha、処理人

口は約 490,700 人となっている。管渠(きょ)の総延長は約 2,900km、ポンプ場は 38 か所、

処理場は 7 か所である。現在、コミュニティ・プラント及び農業集落排水施設について

は、公共下水道への施設統合を進めている。 

また、本市には地場産業として皮革産業があり、なめし及びにかわの製造工程から発生

する排水は、油脂、獣毛、石灰、クロム等を含む高濃度排水であるため、専用管（皮革管）

及び５か所の前処理場において沈殿等の処理を行ったのち、終末処理場へ送水し一般排

水とともに処理している。 

 

１.１.４. 本事業の背景・目的 

本市の下水道事業においては、下水道普及は概ね完了している一方で、これまで整備さ

れた膨大な下水道施設について、適切な維持管理の継続及び老朽化対策を計画的かつ早

期に実施していくことが課題となっている。さらに、施設の維持管理や改築更新に要する

事業費の増大、それらを担う本市の職員体制の弱体化も顕在化しており、持続可能な事業



 

2 

運営が求められている。 

こうした課題への対応策の一つとして、官民連携手法の活用が挙げられる。本市では現

在、管路施設や処理場・ポンプ場等を対象として、４つの包括的民間委託を実施している。

さらに、将来的に一層深刻化が見込まれる財政的制約、施設の老朽化及び人材不足に対応

するため、令和６年度から、官民連携のレベルアップを図るべく水の官民連携（ウォー

ターPPP）の導入に向けた検討を進めてきた。 

本事業は、これらの本市下水道事業を取り巻く諸課題を踏まえ、官と民が互いの強みを

活かし、相互に補完し合うことにより、揖保川処理区における対象施設の維持管理及び改

築更新を効率的かつ効果的に実施し、公共サービスの持続可能な維持及び向上を図るこ

とを目的とする。発注単位の包括化、発注期間の長期・複数年化、業務成果に着目した性

能規定の導入等を通じ、従来の公共事業手法と比較して、同等の成果をより効率的に達成

するだけでなく、さらなる品質及び成果の向上が期待される。 

 

１.１.５. 基本方針 

本事業を適切に実施するため、本市が本事業の事業者に対して遵守を求める基本方針

を以下に示す。 

（１）事業者は、長期にわたる本事業における公共サービスの安定性及び信頼性を確保す

る。 

（２）事業者は、性能発注の考え方に基づき、自らの責任と判断において、本市が定める要

求水準を満たすための具体的な実施内容を定め、適切に施設の維持管理を行うものとす

る。また、事業期間を通じて、新たな技術やノウハウの活用等により、サービスレベル

の向上及び効率化を図る。 

（３）事業者は、施設の定期的な点検及び診断並びに更新計画案策定を実施することによ

り、安全性の確保及び施設の長寿命化を図るとともに、効率的かつ効果的な改築更新を

行う。 

（４）事業者は、安全で安心な社会インフラを維持するために、防災・減災に努めるととも

に、災害又は事故が発生した場合には、迅速かつ的確に対応できる体制を構築し、これ

を維持する。 

（５）事業者は、地元企業との連携を図り、地域資源の活用、人材の雇用及び地域住民等と

の協働による地域貢献等を通じて、地域経済の成長及び地域社会の持続的発展に貢献す

る。 

 

１.１.６. 事業方式 

本事業の事業方式は、内閣府の PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 5年改定版）（令

和 5年 6月 2 日民間資金等活用事業推進会議決定）において新たに位置付けられた管理・

更新一体マネジメント方式（水の官民連携 レベル 3.5）更新実施型とする。 
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１.１.７. 対象処理区及び施設 

本事業の対象処理区及び施設は以下に掲げるものとし、立地等は、第５章（対象施設等

の立地並びに規模及び配置に関する事項）に示す。 

（１）対象処理区   

姫路市揖保川流域関連公共下水道 揖保川処理区 

 

表 １-１揖保川処理区の概要 

処理区 

全体計画（R27） 現況（R8） 

処理面積

（ha） 

処理人口

（人） 

処理面積

（ha） 

処理人口

（人） 

揖保川処理区 2,549 74,300 2,018 72,854 

（参考）本市下水道事業全体 12,480 490,700 10,900 487,000 

 

（２）対象施設 

対象施設は、対象処理区内の管路施設に加えて、マンホールポンプ、雨水ポンプ場、

計画事業用地（廃止残存施設含む。）とする。なお、管路施設とは、汚水、雨水及び合

流の管路施設であって、管渠、マンホール、マンホール蓋、公共ます、取付管及びこれ

らに付帯する施設をいう。 

なお、対象処理区及び対象施設には、令和 8年 4月に廃止統合された安志・長野地区

コミュニティ・プラント（以下「安富コミプラ」という。）の区域及び施設を含むもの

とする。一方、皮革排水関連施設である皮革管及び福井前処理場は含まない。また、本

事業期間中に施設の新設、増設、改築又は更新等が発生した場合には、本市と事業者と

の協議の上、契約変更により対象施設の増減を行うことがある。 

 

１.１.８. 本事業の対象業務 

事業者は、本事業に関する契約書類及び要求水準書、並びに公募に際して本市が公表す

る書類に従い、表 １-２に掲げる本事業の対象業務を実施する。各業務の内容及び要求水

準の詳細については、別途公表する要求水準書に示す。 

原則として、事業者は、本件各業務に係る業務を第三者に委託し又は請け負わせること

（以下「再委託等」という。）を行わないものとする。ただし、業務の一部については、

本市の承諾を得た場合に限り、再委託等を行うことができるものとする。なお、再委託等

を活用する場合であっても、本事業に係る契約上の責任は事業者が負うものとする。 

 

表 １-２ 本事業の対象業務 

対象施設 対象業務 内訳 

対象施設共通 
統括管理 
業務 

統括マネジメント工 
データ管理支援工 
セルフモニタリング工 
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管路施設 

維持管理 
業務 

日常的業務 
（住民対応工・事故対応工・他工事等立会工・修繕工・巡視工・定期清掃工） 
計画的業務 
（点検工（腐食環境下）・調査工（TVカメラ・目視・スクリーニング）） 

改築更新 
業務 

計画作成業務（更新計画案作成工） 
設計業務（詳細設計（管渠更生・マンホール更生）） 

改築工事（管渠更生・マンホール更生）） 

マンホール 
ポンプ 

維持管理 
業務 

日常的業務（点検工・警報対応工・修繕工） 

改築更新 
業務 

計画作成業務（更新計画案作成工） 
設計業務（詳細設計） 

改築工事（改築工事） 

雨水ポンプ場 

維持管理 
業務 

日常的業務（運転管理工[仕様発注]・点検工[仕様発注]・修繕工） 

改築更新 
業務 

計画作成業務（更新計画案作成工） 

計画事業用地 
維持管理 
業務 

日常的業務（計画事業用地管理工） 

下水道施設 
全体 

災害対応 
業務 

被災状況把握等 
二次災害防止等緊急措置・対応 

※ゴシック文字は実施中の下水道管路施設包括的維持管理等業務委託から追加・拡充する業務を示す。 

 

１.１.９. 委託方式 

本事業は、原則として性能発注とする。この場合、本事業に関する契約書及び要求水準

書で定められた範囲内において、事業者が自らの裁量により、人員、時期、機器、方法な

どを決定することができる。 

ただし、雨水ポンプ場については、降雨特性や流域条件の変動等、本市の管理・計画に

起因する不確実性が大きく、当該業務に係るリスクについて、事業者において適切に管理

又は負担することが困難であることから仕様発注とする。この場合、雨水ポンプ場に関す

る維持管理業務については、本市が要求水準書において定める仕様に従い業務を履行す

るものとする。 

 

１.１.１０. 業務期間 

（１）本事業期間 

本事業における期間の定めについては次のとおりとする。 

ア 業務準備期間 基本契約締結日の翌日から令和９年１１月３０日まで 

イ 業務履行期間 令和９年１２月１日から令和１９年１１月３０日まで（１０年

間） 

ウ 業務引継期間 令和１９年６月１日から令和１９年１１月３０日まで（６か月

間） 

（２）本事業期間の延長 

不可抗力事象の発生又は本市の計画変更等、契約に定める事由が生じた場合には、本
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市及び事業者は、本事業期間の延長を申し出ることができる。この場合において、本市

及び事業者が協議の上、規定の範囲内で合意した期間について、本事業期間を延長する

ことができる（以下、かかる期間延長を「合意延長」という。）。 

なお、合意延長の実施回数は 1回に限るものではないが、延長を行う場合であっても

延長期間の合計は２年を超えることができないものとする。詳細については、基本契約

書に示す。 

（３）業務準備期間における業務の引継ぎ 

事業者は、本市との間で基本契約を締結した後、本件各業務の実施に必要となる引継

書を譲り受け、業務開始に向けた準備行為として、自らの責任及び費用負担により現地

調査等を実施することができるほか、本件各業務を円滑に開始するための協議を本市

と行うものとする。事業者は、履行開始日までに本件各業務の引継ぎを完了させなけれ

ばならない。 

（４）本事業期間終了時の取扱い 

本事業期間の終了に際して行う、本市又は本市の指定する者への業務の引継ぎは、

原則として本事業期間内に実施するものとする。事業者は、自らの責任及び費用負担

により、本事業等が円滑に引き継がれるよう引継書の作成その他必要かつ適切な引

継ぎを行わなければならない。本事業期間終了後に予定される次期事業の検討及び

準備を円滑に行うため、本事業期間終了の概ね 1年前から、事業者は、本市に対し事

業情報の提供その他必要な協力を行うものとする。 

 

１.１.１１. 契約等に関する事項 

（１）本事業に関する契約及び協定 

本事業は、次の各号に掲げる契約及び協定を締結することにより実施する。なお、本

事業において事業者はグループ（乙型共同企業体）を構成するものとし、グループ協定

書において、構成員ごとの役割分担及び担当業務を明確に定めるものとする。 

ア 基本契約 

本市と事業者との間で、本事業の円滑かつ適正な実施に必要な基本的事項を定め

た基本契約を締結する。なお、当該基本契約（案）は、入札公告時に示すものとする。 

イ 維持管理業務委託契約 

本市と事業者（維持管理業務を担当するグループ構成員）との間で、基本契約の定

めるところにより、維持管理業務委託契約を締結する。 

当該維持管理業務委託契約は、次に掲げる業務を対象とする。 
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(ア)統括管理業務 

(イ)管路施設の維持管理業務 

(ウ)マンホールポンプの維持管理業務 

(エ)雨水ポンプ場の維持管理業務 

(オ)計画事業用地の維持管理業務 

ウ 設計業務委託契約 

本市と事業者（設計業務を担当するグループ構成員）との間で、基本契約の定める

ところにより、設計業務委託契約を締結する。 

当該設計業務委託契約は、次に掲げる改築更新業務のうち、計画作成業務及び設計

業務（これらを総称して、以下「設計業務」という。）を対象とする。 

(ア)管路施設の改築更新業務 

(イ)マンホールポンプの改築更新業務 

(ウ)雨水ポンプ場の改築更新業務（計画作成業務に限る。） 

エ 建設工事請負契約 

本市と事業者（改築工事を担当するグループ構成員）との間で、基本契約の定める

ところにより、建設工事請負契約を締結する。 

当該建設工事請負契約は、次に掲げる改築更新業務のうち、改築工事を対象とする。 

(ア)管路施設の改築更新業務（改築工事に限る。） 

(イ)マンホールポンプの改築更新業務（改築工事に限る。） 

オ 災害時維持修繕協定 

本市と事業者との間で、基本契約の定めるところにより、災害時維持修繕協定を締

結する。 

当該災害時維持修繕協定は、次に掲げる業務を対象とする。 

(ア)被災状況把握等 

(イ)二次災害防止等緊急措置・対応 

（２）総価契約単価合意方式 

本事業は、複数年にわたる契約となるため、業務量の増減や出来高に応じた支払を可

能とし業務の円滑化を図る観点から、業務委託料又は請負代金額（以下「契約金額」と

いう。）の算定を行う際に用いる単価をあらかじめ協議し合意する総価契約単価合意方

式を採用する。 

（３）事業の費用負担 

事業者は、次の各号に掲げる事項（契約に別途定める場合を除く。）を遵守するほか、

本事業等の実施に要する全ての費用を負担するものとする。 

ア 本件契約締結及び事業者が行う業務の履行に係る検査等に伴う必要な費用は、原

則として事業者の負担とする。 

イ 業務期間中の業務の事務所（仮事務所を含む。）の設置及び運営に係る一切の費
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用は事業者の負担とする。 

ウ 業務期間中の電力、水道、燃料等ユーティリティの調達に係る一切の費用は事業

者の負担とする。 

エ 法令等又は条例若しくは本市の計画変更により、新たな設備投資が必要となる場

合には、当該設備投資に係る費用は、本市が負担するものとする。 

オ 本事業等の実施に関連して、本事業の範囲外で実施する業務（以下「関連業務」

という。）に係る費用については、当該関連業務の実施を要請した者が負担する

ものとする。なお、関連業務には、次に掲げる業務が含まれるものとする。 

(ア)本市の要請に基づき実施する調査、検討、資料作成その他の追加的業務 

(イ)本事業の目的達成に直接必要とはならないが、本市の行政運営上必要となる支援

業務 

(ウ)上記に準ずる業務であって、本事業の契約に基づき、本事業の範囲外として整理

される業務 

（４）契約金額の見直し 

本市及び事業者は、本事業の実施条件が当初の想定と著しく異なった場合には、契約

金額の見直しを行うことができるものとする。契約金額の見直しは、本市又は事業者の

申出により、原則として年１回行うことができるものとし、その取扱いは次の各号に掲

げるとおりとする。 

ア 業務期間中に著しく賃金又は物価が変動した場合等においては基本契約書に定め

る条項に基づき契約金額の変更を請求することができる。 

イ 業務期間中の電力、水道、燃料等ユーティリティの調達に係る一切の費用のう

ち、降雨等の外的要因により、マンホールポンプ及び雨水ポンプ場の想定年間総

流入水量が要求水準書に示す通常運転の許容範囲から著しく変動した場合等にお

いては、本件契約の定めに基づき契約金額の変更を請求することができる。 

ウ 法令等、条例又は本市の計画の変更により要求水準に影響が生じ、業務の実施に

係る費用が増減する場合は、本市及び事業者は、契約金額の見直しを行うものと

する。また、税制の変更により業務の実施に係る費用が増減する場合も、同様と

する。 

エ 第１号から第３号に定めるもののほか、契約締結時点で予見が困難な事業環境の

変化により契約金額の見直しの必要が生じた場合は、本市及び事業者は、必要に

応じて契約金額の見直しについて協議を行うものとする。当該協議が整わない場

合には、契約金額の見直しの必要性について、有識者の意見を聴取した上で、本

市がその取扱いを決定することができる。 

（５）プロフィットシェア 

本事業は、履行期間中における業務の効率化及びライフサイクルコストの縮減に関 

する提案を促進するため、事業者の新たな提案によるライフサイクルコスト縮減分な 
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どの超過利益を本市と事業者間で適切に配分することで、双方に財政的メリットをも 

たらすプロフィットシェアの仕組みを導入する。 

プロフィットシェアの基本的な発動条件は以下のとおりとし、条件に合致しない場

合（例えば、外的要因によるコスト縮減分や効率的な業務遂行によって生じた費用縮減

分）は、性能発注の考え方に基づき事業者に帰属する。 

ア 事業者が、要求水準を低下させることなく、契約時に定めた計画や手法と比較し

て、より効果的で効率的な手法等を提案すること。 

イ 本市がその提案を受け入れ計画や手法が変更されること。 
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第２章 事業者の募集及び選定に関する事項 

 

２.１. 事業者の選定方法 

 

２.１.１. 手続の種類 

本市は、本事業への応募を希望する民間事業者（以下「応募者」という。）を公募し、

事業の透明性及び公平性の確保に配慮した上で事業者を選定するものとする。 

本事業は、要求水準書で定めた内容を確実かつ的確に、精度高く履行できる技術及び能

力を必要とするため、入札手続において技術提案書の提出を求め、入札者の提示する技術、

専門的知識、創意工夫等（以下「技術等」という。）と入札価格とを総合的に評価して落

札者を決定する「総合評価落札方式（技術提案型）」の入札案件である。 

 

２.１.２. 競争参加資格の確認 

応募者が、本市の応募資格有資格者であること及び一定の実績を有することなど形式

面での資格を有しているかの確認を行う。 

 

２.１.３. 総合評価の方法 

本事業の入札参加資格が認められた者（以下「入札参加者」という。）より提出された技

術提案書の内容が最低限の要求要件を満たしており、要求水準書に記載された業務内容に

ついて、要求要件を実現できると認められる場合に標準点を付与し、さらに技術提案書の内

容に応じて 2.4.4（技術提案書等の評価）に掲げる評価項目ごとに評価を行い、加算点を与

える。総合評価の方法の詳細は入札公告時に示す。 

 

２.２. 事業者の募集及び選定のスケジュール 

本事業に係る事業者の募集及び選定に当たっては、次の手順及び日程で行うことを予定

している。日程は都合により変更することがある。なお、具体的な日程については入札公告

時に示す。 

 

実施事項 日程 

実施方針（案）の公表 令和８年９月１８日 

実施方針（案）に関する質問受付期間 令和８年１０月２日まで 

実施方針（案）に関する質問回答 令和８年１１月（予定） 

入札公告・入札説明書等の交付 令和９年１月中旬頃 

入札説明書等に関する質問受付期間 
令和９年１月中旬頃から 
令和９年２月上旬頃まで 
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実施事項 日程 

入札説明書等に関する質問回答の公表 令和９年２月中旬頃まで 

入札参加資格確認申請書締切 令和９年２月下旬頃 

応募資格審査書類に関する確認結果の通知 令和９年３月上旬頃 

入札書及び技術提案書の受付期間 
令和９年３月上旬頃から 
令和９年４月上旬頃まで 

落札者の公表 令和９年５月下旬頃 

基本契約の締結 令和９年５月下旬頃 

業務の引継ぎ 令和９年１１月３０日まで 

個別契約の締結 令和９年１１月下旬頃 

 

２.３. 委員会の設置 

本市は、事業者の選定に際して行政職員から構成される委員会を設置する。委員会は、入

札参加者の提案の審査を行い、落札候補者を決定する。本市は、委員会の結果を基に落札

者を決定する。 

 

２.４. 提出書類の概要  

 

２.４.１. 応募書類の内容 

応募者は、応募資格審査書類の受付期間に、次に掲げる書類（以下「申請書等」と総称

する。）を提出して、入札に参加する資格（以下「入札参加資格」という。）の審査を受

けなければならない。 

（１）制限付一般競争入札参加申込書 

（２）グループ結成届 

申請書等の作成に当たっては、グループの構成員（2.5.1(1)に定義する。以下同じ。）

に関する連絡先一覧、業務実施体制表、委任状を含むものとする。 

（３）各構成員の関連企業申告書 

（４）市税の納税証明書（姫路市税の納税義務がある構成員について公告の日以後に発行

されたものの原本に限る。 

（５）国税の納税証明書（全ての構成員のものについて公告の日以後に発行されたものの

原本に限る。） 

（６）最新の経営事項審査結果通知書の写し 

（７）2.5（応募者の資格要件）に規定する入札参加資格の条件となっている工法について、

公益財団法人日本下水道新技術機構の建設技術審査証明を受けた工法の団体等に属す

ることを証する書類等の写し 
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（８）工事（業務）の実績調書 

資料の作成に当たっては、2.4.3（技術提案書の作成及び留意点）によること。 

（９）配置予定技術者経歴調書 

資料の作成に当たっては、2.4.3（技術提案書の作成及び留意点）によること。 

（１０）返信用封筒（返信先（応募者の住所及び商号又は名称）を記載し、簡易書留料金分

を含む郵便料金に相当する切手を貼った長形３号封筒） 

 

２.４.２. 技術提案書等の内容 

入札参加者は、入札書及び技術提案書の受付期間に、次に掲げる書類（以下「技術提案

書等」という。）を提出しなければならない。 

（１）入札書 

（２）事業委託料等内訳書 

（３）総合評価落札方式技術提案書 

（４）技術提案書（業務実施方針） 

（５）技術提案書（特定テーマ） 

（６）品質管理及び社会貢献等に関する調書 

（７）建設企業の工事成績調書 

 

２.４.３. 技術提案書作成及び留意点 

  技術提案書作成の詳細については、入札公告時に示す。 

 

２.４.４. 技術提案書等の評価 

技術提案書の評価においては、次に掲げる事項を主な内容とした提案書の提出を求め

ることを予定している。 

（１）地域精通度 

（２）配置予定技術者の実績 

（３）品質管理 

（４）社会貢献等 

（５）技術提案書 

ア 業務実施方針（業務理解度） 

イ 特定テーマ 

(ア)本事業全体を統括管理するためのマネジメント及びデータ管理手法 

(イ)本件各業務における管理水準を確保する仕組み 

(ウ)作業上の安全対策及びリスク管理の取組 

(エ)サービスレベルの維持及び向上並びに市内業者の活用等を通じた地域貢献に関
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する取組 

ウ 業務実施体制 

(ア)通常時の実施体制 

(イ)緊急時の実施体制 

 

２.４.５. 応募の費用負担 

応募に係る費用は、全て応募者の負担とする。 

 

２.４.６. 提出書類の取扱い 

（１）著作権 

入札参加者から提出された提案書類の著作権は、入札参加者に帰属する。 

（２）提案書類の返却 

ア 提出書類 

企画提案書等、全ての提出書類は返却しない。 

イ 提出内容の取扱 

提出された技術提案書等は、入札参加者を評価する目的以外には使用しない。ただ

し、姫路市情報公開条例（平成 14 年 3 月 27 日条例第３号）に基づき、開示請求が

あったときは、当該企業等の権利や競争の地位等を害する恐れがないものについて

は、開示対象となる場合がある。 

 

２.５. 応募者の資格要件 

 

２.５.１. 応募者の構成 

応募者の構成等は、以下に示すとおりとする。また、本事業の対象業務の再委託等は、原

則として禁止する。ただし、本市が必要と認めた業務の一部については、本市の承諾を得た

上で再委託等を行うことができるものとする。なお、本実施方針に定める参加資格要件、実

績要件及び配置予定技術者に係る要件は、グループを構成する構成員を対象として確認す

るものとし、構成員以外の協力企業等の実績、資格又は技術者をもってこれらの要件を充足

することはできない。 

 

（１）入札参加者は、次に掲げる構成員から構成されるグループとする。 

ア 統括管理業務を実施する者（以下「統括管理企業」という。） 

イ 管路施設、マンホールポンプ場及び計画事業用地の維持管理業務を実施する者

（以下「維持管理企業」という。） 

ウ 雨水ポンプ場の維持管理業務を実施する者（以下「運転管理企業」という。） 

エ 設計業務を実施する者（「コンサルタント企業」という。） 
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オ 管路施設の改築工事を実施する者（以下「建設企業」という。） 

カ マンホールポンプの改築工事を実施する者（以下「ポンプ設備企業」という。） 

なお、１者が複数の業務を兼ねて実施すること又は業務範囲を明確にした上で業

務を複数の者で分担して実施することは差し支えない。 

（２）応募者は、複数の企業によるグループとし、グループの運営形式は、各構成員がそれ

ぞれの業務を分担して実施する「分担方式（乙型共同企業体）」とする。なお、各構成

員の出資比率は問わない。 

（３）構成員の中からグループの代表企業を定めるものとし、当該代表企業は、入札手続並

びに落札者となった場合の契約事務等において、グループ内の調整等を行うとともに、

本市との協議等、書類の提出及び通知等を行うものとする。 

（４）グループを構成する企業の数は任意とするが、本事業の実施に関して、各々適切な役

割を担う者とする。 

（５）構成員は、他の応募者と重複して本事業の入札に参加することはできない。 

（６）本事業の競争入札に事業協同組合（中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）

第３条に規定する事業協同組合をいう。以下同じ。）として申請書等を提出した場合に

おいては、当該組合員は、単体として申請書等を提出することはできない。 

（７）本事業の競争入札に事業協同組合として参加する場合は、事業協同組合として 2.5.2

（応募者を構成する企業に共通の参加資格要件）に規定する資格要件を全て満たしてい

ること。また、事業協同組合又は業務を担当する組合員のいずれかが、2.5.3（統括管

理企業の入札参加資格）から 2.5.5（運転管理企業の入札参加資格）までに規定する資

格要件を満たしていること。なお、業務を担当する組合員についても併せて 2.5.2 第５

号に規定する資格要件を満たす者であること。 

 

２.５.２. 応募者を構成する企業に共通の参加資格要件 

入札参加資格を有する者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）姫路市上下水道局入札参加資格制限基準（令和４年４月１日制定。以下「入札制限基

準」という。）に該当しない者であること。 

（２）姫路市上下水道局が行う建設工事等の契約からの暴力団排除に関する要綱（令和４

年４月１日制定。以下「暴力団排除要綱」という。）第２条の規定によりその例による

こととされた本市が行う建設工事等の契約からの暴力団排除に関する要綱（平成 25 年

４月１日制定）第３条に定める排除対象業者（以下「排除対象業者」という。）に該当

しない者であること。 

（３）法人にあっては、姫路市税（以下「市税」という。）、消費税及び地方消費税並びに

法人税に滞納がない者であること。個人にあっては、市税、消費税及び地方消費税並び

に所得税に滞納がない者であること。 

（４）本事業に係る発注者支援業務の受託者（株式会社日水コンをいう。）又は当該受託者
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と資本面若しくは人事面において関連が認められない者であること。なお、「資本面若

しくは人事面」の関連とは、次のア又はイに該当する者をいう。 

ア 資本面 

当該企業の発行済株式総額の 100 分の 50 を超える普通株式を有し、又はその出資

の総額の 100 分の 50を超える出資をしている者 

イ 人事面 

当該企業の代表権を有する役員を兼ねている者 

（５）公告の日から落札決定の日までの間において、次のいずれかに該当する者であるこ

と。 

ア 姫路市上下水道局登録業者指名停止等措置要綱（令和４年４月１日制定。以下

「指名停止等措置要綱」という。）の規定による指名停止（以下「指名停止」と

いう。）を受けていない者であること。 

イ 指名停止等措置要綱第３条第１項の規定によりその例によることとされた姫路市

登録業者指名停止等措置要綱（昭和 62年６月 25 日制定）第２条に規定する指名

停止の措置要件に該当しない者であること。 

（６）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て（同法附則第

２条の規定により、なお従前の例によることとされる場合を含む。）がなされていない

者であること。又は、当該申立てがなされている場合にあっては、国土交通省の一般競

争参加資格の再認定を受けている者であること。 

（７）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされてい

ない者であること。又は、当該申立てがなされている場合にあっては、国土交通省の一

般競争参加資格の再認定を受けている者であること。 

（８）入札に参加しようとする者との関係が、次のアからウまでのいずれにも該当しない

者であること。 

ア 資本関係 

次のいずれかに該当する２者の場合をいう。ただし、親子関係又は同一の親会社を

有する子会社（会社法（平成 17年法律第 86 号）第２条第３号の規定による子会社を

いう。以下同じ。）同士の関係において、当該子会社又は子会社の一方が会社更生法

第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」という。）若しくは民事再生法

第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合を除く。 

(ア)親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社

の関係にある場合 

(イ)親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

次のいずれかに該当する２者の場合をいう。ただし、（ア）については、当該２者

の一方が、更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会
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社である場合を除く。 

(ア)一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

(イ)一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第 67 条第１項又は民事再生法第

64 条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

ウ その他入札の適正さが阻害されると認められる関係 

次のいずれかに該当する２者の場合をいう。 

(ア)組合とその組合員 

(イ)一方の会社の代表者と他方の会社の代表者とが夫婦の関係である場合 

（９）応募者が２．５．３から２．５．８までに定める要件を満たすことについては、テク

リス又はコリンズの登録内容確認書、契約書、履行証明書、施工証明書、資格者証、実

務経験証明書その他の客観的な資料により確認できるものとする。 

 

２.５.３. 統括管理企業の入札参加資格 

統括管理企業は、姫路市上下水道局競争入札の参加資格等について（令和４年姫路市上

下水道局告示第３号。以下「上下水道局告示」という。）第３項の規定の例により、その

例によることとされた競争入札の参加資格等について（平成 23 年姫路市告示第 408 号。

以下「告示」という。）第５項の規定により業者登録名簿（以下「業者登録名簿」という。）

に登録されている者であって、かつ、次の各項の全てに該当する者であること。 

なお、統括管理業務を複数の者で分担して実施する場合は、複数の者により統括管理企

業グループを構成し、当該グループ全体として、次に掲げる要件を満たすものとする。 

（１）次に掲げるいずれかの入札参加資格を有する者であること。 

ア 業者登録名簿の建設工事登録業種のうち、業種「土木工事」において競争入札に

参加する資格を有する者 

イ 業者登録名簿の建設関連コンサルタント登録業種のうち、業種「土木コンサルタ

ント」において競争入札に参加する資格を有する者 

ウ 業者登録名簿の役務提供登録業種のうち、業種「各種調査計測」の詳細業種「土

木コンサル関係」において競争入札に参加する資格を有する者 

（２）過去 10 年間（平成 27年 4 月 1日以降。以下同じ。）において、国、地方公共団体又

はこれらに準ずる機関（公団、公社、事業団等をいい、以下「国等」という。）が発注

した下水道管路施設を含む包括的民間委託又はこれに類する業務を元請として履行し、

かつ統括管理責任者を配置した実績（入札参加資格確認申請書提出期限までに完了して

いるもの又は令和９年 11 月 30 日までに完了見込みであるものに限る。ただし、業務を

グループとして履行している場合は、当該グループの代表者として履行した実績に限

る。）を有する者であること。 

（３）統括管理業務に配置できる次のいずれかに該当する技術者を有する者であること。

ただし、当該技術者は、常勤の自社社員であり、かつ、入札参加申込締切日において引
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き続き３か月以上の雇用関係を有している者とする。 

ア 技術士（技術士法（昭和 58 年法律第 25 号)による第２次試験において、技術部

門を上下水道部門又は総合技術監理部門（いずれも選択科目を下水道に限る。）

として合格し、同法の規定による登録を受けている者。以下「技術士（下水

道）」という。） 

イ 土木工事に関する主任技術者又は監理技術者（建設業法第 27 条の 18 第１項に規

定する監理技術者資格者証の交付を受けている者で、監理技術者講習修了証の交

付を受けている者。以下同じ。） 

ウ 日本下水道管路管理業協会認定の下水道管路管理総合技士又は下水道管路管理主

任技士の資格を有する者 

エ 日本下水道事業団法施行令第四条第一項の第一種技術検定に合格した者で、下水

道、上水道、工業用水道、河川、道路その他国土交通大臣が定める施設に関する

技術上の実務に従事した経験を３年以上有する者（ただし、上下水道に関する技

術上の実務に従事した経験を６月以上有するものに限る） 

 

２.５.４. 維持管理企業の入札参加資格 

維持管理企業は、業者登録名簿に登録されている者であって、次に定める対象施設ごと

の要件を満たす者とする。 

なお、維持管理業務を複数の者で分担して実施する場合は、当該対象施設ごとに、次の

要件を満たすよう維持管理企業グループを構成することができるものとする。 

（１）管路施設の維持管理企業 

ア 管路施設の維持管理業務を実施する者は、次の各号の全てに該当する者とする。 

(ア)業者登録名簿の役務提供業種のうち、業種「各種調査計測」の詳細業種「土木コ

ンサル関係」若しくは「その他の詳細業種」又は業種「設備等点検・保守」の詳

細業種「水道設備」において競争入札に参加する資格を有する者 

(イ)業者登録名簿の工事の業種のうち、業種「土木工事」において競争入札に参加す

る資格を有する者 

(ウ)土木一式工事について、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条の規定によ

る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者 

(エ)令和９年度の競争入札の参加者の格付け基準とした、建設業法施行規則（昭和 24

年建設省令第 14 号）第 21 条の４に定める様式第 25 号の 12（以下「経営事項審

査結果通知書」という。）において、土木一式工事の総合評定値が 570 点（C ラ

ンク）以上である者 

(オ)前号の経営事項審査結果通知書について、契約締結予定日において有効なものの

写しを、入札参加申込受付期間の満了時又は入札日前日までに、姫路市上下水道

事業管理者（以下「管理者」という。）に提出している者又は提出することがで
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きる者 

(カ)本業務に配置できる土木工事に関する主任技術者又は監理技術者を有する者。た

だし、主任技術者又は監理技術者においては、常勤の自社社員であり、かつ、入

札参加申込締切日において引き続き３か月以上の雇用関係を有すること。 

(キ)緊急時において、テレビカメラ調査及び清掃作業に速やかに対応可能な体制を有

する者 

イ 過去 10 年間において、国等が発注した下水道管路施設の調査又は清掃（浚渫）

業務若しくはその他の維持修繕工事を元請として履行した実績（入札参加資格確

認申請書提出期限までに完了しているもの又は令和 9年 11 月 30日までに完了見

込みであるものに限る。グループで履行した場合は、代表者として履行した実績

に限る。）を有すること。 

ウ 管路施設の維持管理業務に配置できる次のいずれかの技術者を有すること。ただ

し、当該技術者は、常勤の自社社員であり、かつ、入札参加申込締切日において

引き続き３か月以上の雇用関係を有すること。 

(ア)日本下水道管路管理業協会認定の下水道管路管理総合技士又は下水道管路管理

主任技士の資格を有する者 

(イ)技術士（下水道） 

(ウ)下水道法施行令第 15条各号に規定する資格を有する者 

 

（２）マンホールポンプの維持管理企業 

ア マンホールポンプの維持管理業務を実施する者は、次の各号の全てに該当する者

とする。 

(ア)業者登録名簿の役務提供登録業種のうち、業種「施設運営管理」の詳細業種「施

設運営管理」において競争入札に参加する資格を有する者 

(イ)マンホールポンプ設備の点検、軽微な修繕及び緊急対応が可能な体制を有する者 

イ 過去 10 年間において、国等が発注したマンホールポンプの維持管理業務を元請

として履行した実績（入札参加資格確認申請書提出期限までに完了しているもの

又は令和 9年 11 月 30 日までに完了見込みであるものに限る。グループで履行し

た場合は、代表者として履行した実績に限る。）を有すること。 

ウ マンホールポンプの維持管理業務に配置できる次の技術者を有すること。ただ

し、当該技術者は、常勤の自社社員であり、かつ、入札参加申込締切日において

引き続き３か月以上の雇用関係を有すること。 

(ア)下水道法施行令第 15 条各号に規定する資格を有するマンホールポンプの維持管

理業務において主たる技術者として従事した経験を有する者 

（３）計画事業用地の維持管理企業 

計画事業用地の維持管理業務を実施する者は、業者登録名簿の役務提供業種のうち、
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業種「施設運営管理」の詳細業種「施設運営管理」において競争入札に参加する資格を

有する者とする。 

 

２.５.５. 運転管理企業の入札参加資格 

運転管理企業は、業者登録名簿に登録されている者であって、次に定める要件を満たす

者とする。 

なお、運転管理業務を複数の者で分担して実施する場合は、次の要件を満たすよう運転

管理企業グループを構成することができるものとする。 

本事業における再委託等の取扱い及び再委託先活用時の条件については、1.1.8（本事

業の対象業務）に定めるものとする。 

（１）次に掲げる全ての入札参加資格を有する者であること。 

ア 業者登録名簿の役務提供業種のうち、業種「施設運営管理」の詳細業種「施設運

営管理」において競争入札に参加する資格を有する者 

イ 雨水ポンプ設備の運転管理、点検、軽微な修繕及び緊急対応が可能な体制を有す

る者 

（２）過去 10 年間において、国等が発注した排水能力 140㎥/分（１台当たり）以上の排水

設備の運転管理及び保守点検業務を元請として履行した実績（入札参加資格確認申請書

提出期限までに完了しているもの又は令和 9 年 11 月 30 日までに完了見込みであるも

のに限る。グループで履行した場合は、代表者として履行した実績に限る。）を有する

こと。 

（３）雨水ポンプ場の維持管理業務に配置できる次の全ての技術者を有すること。ただし、

当該技術者は、常勤の自社社員であり、かつ、入札参加申込締切日において引き続き３

か月以上の雇用関係を有すること。 

ア 下水道法施行令第 15条各号に規定する資格を有する雨水ポンプ場の維持管理業

務に主たる技術者として従事した経験を有する者 

 

２.５.６. コンサルタント企業の入札参加資格 

コンサルタント企業は、業者登録名簿に登録されている者であって、かつ、次の各項の

全てに該当する者であること。 

なお、改築更新業務のうち設計業務を複数の者で分担して実施する場合は、次の要件を

満たすようコンサルタント企業グループを構成することができるものとする。 

（１）対象施設の設計業務を実施する者は、次に該当する者とする。 

ア 業者登録名簿の建設関連コンサルタント登録業種のうち、業種「土木コンサルタ

ント」の詳細業種「下水道」において競争入札に参加する資格を有する者 

（２）過去 10 年間において、国等が発注した下水道管路施設の実施詳細設計業務及びス

トックマネジメント実施方針策定業務（管路施設）を元請として履行した実績（入札参
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加資格確認申請書提出期限までに完了しているもの又は令和 9 年 11 月 30 日までに完

了見込みであるものに限る。グループで履行した場合は、代表者として履行した実績に

限る。）を有すること。 

（３）設計業務に配置できる次のいずれかの技術者を有すること。ただし、当該技術者は、

常勤の自社社員であり、かつ、入札参加申込締切日において引き続き３か月以上の雇用

関係を有すること。 

ア 技術士（下水道） 

イ 下水道法施行令第 15条各号に規定する資格を有する設計業務に精通する者 

 

２.５.７. 建設企業の入札参加資格 

建設企業は、業者登録名簿に登録されている者であって、かつ、次の各項の全てに該当

する者であること。 

なお、改築更新業務のうち改築工事を複数の者で分担して実施する場合は、次の要件を

満たすよう建設企業グループを構成することができるものとする。 

（１）対象施設の建設工事を実施する者は、次の各号の全てに該当する者とする。 

ア 業者登録名簿の建設工事業種のうち、業種「土木工事」の詳細業種「管更生工

事」において競争入札に参加する資格を有する者 

イ 土木一式工事に係る建設業法（昭和 24年法律第 100 号）第３条の国土交通大臣

又は都道府県知事の許可を受けている者 

ウ 令和 9年度の競争入札の参加者の格付け基準とした経営事項審査結果通知書にお

いて、土木一式工事の総合評定値が 690 点（Bランク）以上である者 

エ 前号の経営事項審査結果通知書について、契約締結予定日において有効なものの

写しを、入札参加申込受付期間の満了時又は入札日前日までに、管理者に提出し

ている者又は提出することができる者 

オ 下水道管渠の更生工法のうち、自立管の形成工法又は反転工法について、公益財

団法人日本下水道新技術機構の建設技術審査証明を受けた工法の団体等に属する

者 

（２）過去 10 年間において、国等が発注した下水道管路施設の建設工事を元請として履行

した実績（入札参加資格確認申請書提出期限までに完了しているもの又は令和 9 年 11

月 30 日までに完了見込みであるものに限る。グループで履行した場合は、代表者とし

て履行した実績に限る。）を有すること。 

（３）改築更新業務のうち改築工事に配置できる土木工事に関する主任技術者又は監理技

術者を有する技術者を有する者（１級若しくは２級土木施工管理技士等又は建設業法第

７条第２号ハの規定により認定された者であって、建設業法その他関係法令に基づき改

築工事に専任で配置できる者）であること。ただし、当該技術者は、常勤の自社社員で

あり、かつ、入札参加申込締切日において引き続き３か月以上の雇用関係を有すること。 
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２.５.８. ポンプ設備企業の入札参加資格 

ポンプ設備企業は、業者登録名簿に登録されている者であって、かつ、次の各項の全て

に該当する者であること。 

なお、マンホールポンプの改築工事を複数の者で分担して実施する場合は、次の要件を

満たすようポンプ設備企業グループを構成することができるものとする。 

（１）対象施設の建設工事を実施する者は、次の各号の全てに該当する者とする。 

ア 業者登録名簿の建設工事業種のうち業種「建設工事」の詳細業種「機械器具設置

工事」において競争入札に参加する資格を有する者 

イ 業者登録名簿の建設工事業種のうち業種「建設工事」の詳細業種「電気工事」に

おいて競争入札に参加する資格を有する者 

（２）過去 10 年間において、国等が発注したマンホールポンプ施設の改築工事を元請とし

て履行した実績（入札参加資格確認申請書提出期限までに完了しているもの又は令和 9

年 11 月 30日までに完了見込みであるものに限る。グループで履行した場合は、代表者

として履行した実績に限る。）を有すること。 

（３）マンホールポンプの改築工事に配置できる次の全ての技術者を有すること。ただし、

当該技術者は、常勤の自社社員であり、かつ、入札参加申込締切日において引き続き３

か月以上の雇用関係を有すること。 

ア 電気工事に関する主任技術者又は監理技術者を有する技術者を有する者 

イ 機械器具設置工事に関する主任技術者又は監理技術者を有する技術者を有する者 

 

２.５.９. 参加資格確認基準日 

参加資格確認基準日は、申請書等の提出期限の最終日とする。 

 

２.６. 競争入札参加資格が無いと認めたものに対する理由の説明 

（１）競争入札参加資格がないと認めた旨の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から

起算して７日（休日を含まない。）以内に、本市に対して競争入札参加資格がないと認

めた理由について、書面（様式は自由）により説明を求めることができる。 

（２）本市は、説明を求められたときは、説明を求めることができる最終日の翌日から起算

して５日（休日を含まない。）以内に、説明を求めた者に対し書面により回答する。 

 

２.７. 入札説明会等 

入札説明会及び現場説明会は実施しない。 

 

２.８. 落札者の決定方法 

（１）入札参加者は、入札参加申込書等及び価格をもって入札をし、入札価格が予定価格
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（消費税及び地方消費税相当額を除く。以下同じ。）の制限の範囲内である入札者のう

ち、評価値が最も高い者を落札者とする。ただし、その者により当該契約の内容に適合

した履行がされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約することが公正

な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあるとき等、契約の相手方として著しく不適当

であるときは、その者を落札者としないことがある。 

（２）入札価格が予定価格の制限の範囲内で、評価値が同値となる者が複数いる場合は、加

算点が最も高い者を落札者に決定する。さらに、加算点及び入札価格も同値及び同額の

場合は、くじによって落札者を決定する。なお、くじを引くことを辞退することはでき

ない。 



 

22 

第３章 契約の締結等に関する事項 

 

３.１. 契約に関する留意事項 

 

３.１.１. 契約等の解釈について疑義が生じた場合における措置 

契約書及び協定書等の解釈について疑義が生じた場合、本市と落札者は誠意をもって

協議する。 

 

３.１.２. 契約に要する費用 

契約に要する費用は、全て落札者の負担とする。 

 

３.１.３. 契約保証金 

姫路市契約規則第 29条の規定を準用する。 

 

３.２. 想定されるリスクの責任分担 

本事業におけるリスク分担の基本的な考え方は、適正にリスク分担を行うことにより、

より効率的で質の高いサービスの提供を目指すものである。本事業の実施に際して想定さ

れるリスク及び当該リスクに対する責任分担は、要求水準書の【別紙１０】（リスク分担

表（案））による。本方針では案として示しているため、入札公告時に示す要求水準書で

は変更になる場合がある。以下は、本市がリスクを負担することがある場合等を列挙する。

なお、個別のリスクにおける具体的な分担内容については以下に記載する内容を基本とす

る。 

 

３.２.１. 不可抗力 

本市及び事業者のいずれの責めにも帰すべからざる暴風、洪水、高潮、地震、戦争、テ

ロ、暴動、放射能汚染、放火等本事業等の実施に直接かつ不利な影響を与える等契約に定

める一定の要件を満たした事象（以下「不可抗力事象」という。）が生じた場合又は発生

のおそれがある場合、事業者は直ちにその内容を本市に通知・連絡する。また、事業者は

要求水準に基づき自らが作成する BCP（Business Continuity Plan）に従い適切な初動対

応を行う。緊急対応が必要な場合には、災害時維持修繕協定に基づいて事業者が自らの判

断により臨機の措置を取るものとし、かかる措置を取った場合、速やかに本市に報告する

ものとする。 

本市及び事業者は、各々が所掌する施設での被害状況を共有し、施設に被害が発生して

いる場合は、施設の復旧や処理の継続等について協議の上、必要な対応を行う。不可抗力

事象により生じた被害の復旧に係る費用については、災害時維持修繕協定に基づき原則

として本市が実費精算により負担する。ただし、事業者による設計の不備又は工事施工の
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粗漏に起因して生じたと認められるもの、及び維持管理の義務を怠ったことに起因して

生じたと認められるものについては事業者の負担とする。 

 

３.２.２. 事業開始に伴う対象施設等の確認及び使用 

（１）本市及び事業者は、契約締結日の翌日から本事業開始日までの間において、対象施設

等の性状、規格、機能、数量等について、双方で確認するものとする。この確認の方法

等については、要求水準書に定めるものとする。なお、対象施設等の確認に係る費用は、

各自これを負担するものとする。 

（２）事業者は、本事業の実施を目的として、対象施設等を使用することができるものとす

る。 

（３）対象施設等について、善良なる管理者の注意を以って、これを使用し、又は保存し、

若しくは管理しなければならない。 

（４）第１項による確認の結果、対象施設等に重大な契約不適合があるときは、事業者は本

市に対して、相当の期間を定めてその契約不適合の修補を請求することができるものと

する。ただし、契約不適合が軽微である場合は、この限りではない。 

（５）事業者は、前項に係わらず、事業開始日から１年以内に、既存の対象施設等に重大な

契約不適合を発見したときは、前項に定める措置を講ずることができるものとする。 

 

３.２.３. 契約終了時の対象施設等の確認 

（１）契約が終了するときは、本市及び事業者が協力の上、対象施設等（事業期間中に、対

象施設が追加又は変更された場合は、当該追加又は変更を含む。）の健全性について確

認するものとする。この確認の方法等については、要求水準書に定めるものとする。 

（２）対象施設等の確認に係る費用は、各自これを負担するものとする。 

（３）第 1項に定める対象施設等の確認は、事業期間満了による契約終了のときは、本事業

終了日までに完了するものとし、契約解除に伴う契約終了のときは、本市及び事業者が

協議の上、確認時期及び期間等について定めるものとする。 

（４）前項による確認の結果、対象施設等に重大な契約不適合があるときは、本市は事業者

に対して、相当の期間を定めてその契約不適合の修補を請求することができるものとす

る。ただし、契約不適合が軽微である場合は、この限りではない。 

（５）本市は、前項にかかわらず、本契約終了日より１年以内に、既存施設等に重大な契約

不適合を発見したときは、前項に定める措置を講ずることができるものとする。 

 

３.２.４. 法令等変更 

本事業期間中に下水道事業に適用され、事業者に不利な影響を及ぼす国の法令及び政

策等の変更により契約に定める一定の事由（以下「法令等変更」という。）が生じた場合、

本市及び事業者に生じた損失は各自が負担する。ただし、法令等変更に対応するために新
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たな設備投資が必要となる場合、当該設備投資に係る費用は本市が負担する。法令等変更

により本事業等への重大な影響が見込まれる場合には、事業者は本市に対し、必要な対応

について協議を申し出ることができるものとする。 

 

３.２.５. 条例等変更 

本事業期間中に、下水道事業のみに適用され、事業者に不利な影響を及ぼす条例及び本

市の計画等の変更により契約に定める一定の事由（以下「条例等変更」という。）が生じ

た場合、本市は、事業者に生じた損失を補償する。ただし、規定に従い事業者収受額の見

直しを行うことにより事業者に生じる損失を補填できる場合、本市は、事業者に生じる損

失の補償を行わないものとする。条例等変更により本事業等への重大な影響が見込まれ

る場合には、事業者は本市に対し、必要な対応について協議を申し出ることができるもの

とする。 

 

３.２.６. 賃金水準又は物価の変動 

本市及び事業者は、事業期間内において、日本国内における賃金水準又は物価水準の変

動により契約金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して契約金額の変更を

請求することができる。なお、詳細については、基本契約に示す。 

 

３.２.７. 電力使用量等の変動 

（１）マンホールポンプ及び雨水ポンプ場の運転に係る電力使用量及び燃料使用量の変動

は、要求水準書に定める範囲内である限り、契約金額に影響しないものとする。 

（２）前項の規定にかかわらず、電力使用量又は燃料使用量の変動が次の各号に該当する

場合は、契約金額を変更するものとする。 

ア 要求水準書に定める年間の電力使用量の範囲から著しく変動している場合 

イ 要求水準書に定める年間の燃料使用量の範囲から著しく変動している場合 

（３）前項に定める契約金額の変更の方法については、契約書に定めるものとする。 

（４）当該事業年度における業務実施期間が 12 か月に満たない場合、第 2項に定める年間

の電力使用量及び燃料使用量の範囲は、月割で換算するものとする。 

 

３.２.８. 国補助金制度の変更等 

国補助金制度が変更される場合においては、本市及び事業者は協議の上、契約の継続等

に向けた措置を講ずる。国補助金等の要望額に対して交付額が相違する場合においては、

本市及び事業者は、協議の上で計画の見直し等を行い、交付額に応じた事業の実施を原則

として行う。 
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３.２.９. 第三者損害 

既存施設の存在そのものにより、近隣住民等に損害を及ぼす施設由来の第三者損害の

リスクは本市の負担とする。 

 

３.２.１０. 本市が遂行する業務に起因する事象 

本市が遂行する業務に起因する事業者の業務遂行の中断及び不能並びに施設・設備の

損傷等のリスクは本市の負担とする。 
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第４章 事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

 

４.１. 本事業の前提条件 

本事業特有の条件のうち主なものを以下に記載する。本事業の応募者は、当該内容を了

承した上で、参加表明書を提出するものとする。また、これら条件に関し事業者に課され

る具体的な権利及び義務等については、契約書、要求水準書及び関連資料集等において明

らかにする。なお、事業者は契約等において別段の定めのある場合を除き、本事業等の実

施に係る一切の責任を負う。本事業の業務範囲については要求水準書に記載のとおりであ

り、以下に記載されていないことを理由に、事業者が責任を免れることはないものとする。 

 

４.１.１. 本市の契約等の承継 

本市が本事業等を実施する上で締結している契約等のうち、本市が指定するものにつ

いては、本事業開始日以降、事業者に引き継がれるものとする。 

なお、承継の対象となる契約等には、本事業対象施設の運転又は維持管理に必要となる

電力供給契約その他の継続的な役務提供契約等が含まれることを想定している。 

承継対象となる契約等の具体的な内容については、入札説明書又は契約締結までに本

市が別途提示する。 

 

４.１.２. 本市が実施する業務への協力 

業務に関連して本市から要請があった場合は、事業者は本市に協力するものとする。ま

た、本市の職員は、執務のために必要な範囲で対象施設に出入りすることができるものと

する。 

 

４.１.３. 本市が実施する施設の工事等 

本市は、本事業開始日まで又は事業期間中に、以下の工事等を下水道事業により実施す

る予定である。 

（１）本事業対象外の皮革排水関連施設の福井前処理場及び皮革管の改築工事等 

（２）姫路市雨水管理総合計画に基づく雨水対策施設の新設 

（３）汚水処理事業に係る管路施設（本管、公共ます、取付管等）の新設 

（４）旧北網干ポンプ場跡地の計画事業用地における維持管理・貸付等の業務 

 

４.２. 対象事業におけるサービスの水準 

事業者は、本市と日常的な連絡・調整を図りながら対象施設の維持管理を行い、要求水準

書に示す性能規定を満足するものとする。 
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４.３. 実施状況のモニタリング 

事業者が契約等に定められた業務を適正かつ確実に履行し、要求水準を達成しているか

否かを確認するとともに、事業者による「セルフモニタリング」に加え、本市による「管理

者モニタリング」を行う。 

 

４.４. 要求水準違反時の措置 

事業者の責めに帰すべき事由により要求水準を遵守できなかった場合、本市は事業者に

対し改善措置を請求できるものとする。 

本市の改善措置請求にもかかわらず、事業者において改善が見込まれない場合は、要求水

準違反が発生したものとみなし、契約金額の減額又は要求水準違反違約金を課す場合があ

る。 

 

４.５. 保険 

事業者は、その他に本事業実施の安定性の確保に必要と考える保険を自らの判断で適宜

付保するものとし、付保した保険契約の内容及び保険証書の内容については、本市へ通知す

るものとする。 
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第５章 対象施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

 

５.１. 対象施設の立地に関する事項 

 

５.１.１. 対象施設の概要 

本事業の対象施設の概要を表 ５-１に示す。なお、対象施設の数量及び所在地等の詳細

事項は、要求水準書に示すとおりである。 

 

表 ５-１ 対象施設 

施設区分 施設名称 

管路施設 

管渠、マンホール、取付管、公共ます 

マンホールポンプ 

雨水ポンプ場 

揖保川第一ポンプ場 

揖保川第四ポンプ場 

網干雨水ポンプ場 

網干福神町ポンプ場 

計画事業用地 
（廃止残存施
設あり） 

旧 西部処理場 

旧 下伊勢地区農業集落排水処理施設 

旧 上伊勢・大堤地区農業集落排水処理施設 

旧 安志・長野地区コミュニティ・プラント処理施設 

 

５.１.２. 事業用地の貸付に関する事項 

本事業用地は全て地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 238 条に規定する公有財産で

あり、財産の分類は同法第 238条第 4項に規定する行政財産にあたる。事業者が本事業を

行うに当たっては、契約のほかに公有財産賃貸借契約又は使用許可を必要としない。 
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第６章 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

 

６.１. 事業の継続が困難となる事由が発生した場合の措置 

本事業の継続が困難となる事由が発生した場合は、以下のとおり契約を終了するものと

する。この場合、事業者は本市の指定する者に対し本事業の引継ぎを行う義務を負うもの

とする。なお、個別の契約終了事由における具体的な損害等の分担内容については、以下

に記載する内容を基本とし詳細については基本契約書に示す。 

 

６.１.１. 事業者事由解除 

（１）解除事由 

事業者が契約上の義務に違反する等契約に定める一定の事由が生じたときは、本市は、

当該事由に応じ、催告をして一定の治癒期間を設けた上で、又は催告を経ることなく、

契約を解除することができる。財務状況の著しい悪化、その他事業者の責めに帰すべき

事由により、本事業の継続が困難と合理的に判断される場合は、本市は契約を解除する

ことができる。 

（２）解除後の措置 

本市は事業者に対し、事業者収受額のうちの残余の存続期間に対応する部分の返還

を求めることができる。事業者は本市に対し、契約に定める契約解除違約金（契約解除

の原因となった事由により本市に生じた損害が当該金額を超えるときは、その金額）を

支払う。また、本市の責めに帰すべき事由により事業者に生じた損害がある場合は、事

業者の支払額からこれを控除する。 

 

６.１.２. 本市事由解除又は終了 

（１）解除又は終了事由 

事業者は、本市の責めに帰すべき事由により、一定期間、本市が契約上の重大な義務

（リスク負担に関する事項を含む）を履行しない場合、又は、契約の履行が不能となっ

た場合は、契約を解除することができる。本市は、公益上やむを得ない必要が生じたと

きは、事業者に対し、6か月以上前に通知することにより契約を解除することができる。

本市が対象施設の所有権を有しなくなったときは、当該対象施設に係る本事業との関

係においてのみ契約を終了するものとする。 

（２）解除又は終了後の措置 

本市は事業者に対し、事業者収受額のうちの残余の存続期間に対応する部分の返還

を求めることができる。本市は事業者に対し、契約に定める契約解除違約金（契約解除

又は終了の原因となった事由により事業者に生じた損害が当該金額を超えるときは、

その金額）を支払う。また、事業者の責めに帰すべき事由により本市に生じた損害があ

る場合は、本市の支払額からこれを控除する。 
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６.１.３. 不可抗力解除又は終了 

（１）解除又は終了事由 

不可抗力事象により対象施設全てが滅失したときは、契約は当然に終了する。不可抗

力事象を原因とする事業継続措置が行われる場合であって、本事業の復旧スケジュー

ルを策定、承諾することができない場合、又は、復旧スケジュールに基づく本事業の再

開が不可能若しくは著しく困難であることが判明した場合、本市は契約を解除する。 

（２）解除又は終了後の措置 

本市は事業者に対し、事業者収受額のうちの残余の存続期間に対応する部分の返還

を求めることができる。事業者は本市との協議の結果に従い、当該不可抗力事象により

本市及び事業者に生じた損害は各自が負担し相互に損害賠償は行わない。 

 

６.１.４. 法令等変更解除 

（１）解除事由 

法令等変更により事業者が本事業等を継続することができなくなったときは、市又

は事業者は契約を解除することができる。 

（２）解除後の措置 

本市は事業者に対し、事業者収受額のうちの残余の存続期間に対応する部分の返還

を求めることができる。法令等変更により本市及び事業者に生じた損失は各自が負担

し相互に損害賠償は行わない。なお、市事由解除又は終了、不可抗力解除又は終了及び

法令等変更解除に関しては、本事業のうち、一部のみ解除されることがありうるものと

し、解除の対象や条件等は両者で協議する。本事業のうち、一部について契約の解除が

生じた場合、本市は、事業者に対し、事業者収受額のうちの残余の存続期間に対応する

部分の返還を求めることができる。 
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第７章 その他本事業の実施に関し必要な事項 

 

７.１. 本事業に関連する事項 

 

７.１.１. 地域貢献に関する事項 

事業者は、本市の承諾を得た再委託等の可能な業務の一部について、本市の業者登録名

簿に記載されている市内業者（市内に本社、本店又は建設業法に規定する主たる営業所を

有する企業をいう。）を活用することや、市内人材の雇用並びに市内業者からの物品又は

消耗品等の資材調達、その他地域貢献に資する取組を積極的に行うものとする。 

 

７.１.２. 本事業等の実施に関して使用する言語及び通貨 

本事業等の実施に関して使用する言語は日本語、通貨は円とする。 

 

７.１.３. 情報提供 

本事業等に関する情報提供は、姫路市のホームページにおいて行う。 

 

７.１.４. 予算措置 

本事業における予算措置は、債務負担行為を定めるよう手続きを進めるものとする。 

 

７.１.５. 応募者が 1社のみであった場合の取扱い 

本事業に対する応募者が１者のみであった場合は、第２章の 2.1（事業者の選定方法）

に基づき、応募者の審査を行い、落札者とすることの可否を決定する。 

 

７.１.６. 入札の中止等 

不正な行為等により入札を公正に執行できないと認められる場合、若しくは、競争性

を確保し得ないと認められる場合は、入札の執行延期、再募集告示又は中止等の対処を

図る場合がある。 

 

７.２. 実施方針（案）に関する質問の受付等 

 

７.２.１. 質問・意見の受付 

実施方針（案）の公表後、質問・意見を以下のとおり受け付ける。 
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受付期間 実施方針（案）の公表から令和８年１０月２日（金）まで 

受付方法 上記期間に、電子メールによる送信のみを受け付けるものとし、電話等に

よる問い合わせには応じない。 

なお、電子メール送信後、市より「到着確認」の返信が無い場合は、速や

かに問い合わせ先に連絡すること。 

質問書の様式 「（様式 1）姫路市 水の官民連携事業の実施方針等に関する質問書」に

記入の上、添付ファイル（Excel形式）として電子メールにて送信するこ

と。 

電子メールの件名 電子メールの件名は【（□□）姫路市 水の官民連携事業の実施方針等に

関する質問書】とすること。ただし、『□□』は質問者の企業名とする。 

提出先及び電子メー

ル到着確認に関する

問い合わせ先 

姫路市上下水道局下水道部 

下水道マネジメント課 計画第二担当 

住所   ： 〒670-8501 姫路市安田四丁目１番地 

電話   ： 079-221-2148  

電子メール： gesuikei＠city.himeji.lg.jp 

担当者  ： 入江、山﨑 

 

７.２.２. 質問・意見の回答 

質問に対する回答については下記要領にて回答する。電話や窓口等での直接回答は行

わないので留意すること。 

 

回答日 随時回答を公表するが、最終回答期限は令和８年１１月（予定）とする。 

回答の方法 姫路市 上下水道局 下水道部 下水道マネジメント課のホームページに質問及

び回答を掲載する。 

 

 


